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第５分科会　「中心市街地の活性化を考える」

趣　旨

　いま、中心市街地の空洞化現象が新たな都市問題として議論されています。そのような折に｢中心市街地活性化法｣が今年7月に施行されました。従来から行われてきた商業近代化ビジョン・商業集積法によるまちづくりを一歩進めて13省庁が支援をして空洞化した中心市街地を面的に整備し直し、活性化を図ろうとするものです。バブル経済以前の高度成長期には全国的に画一化された街づくりが行われ個性に乏しい街がいたるところに出来ましたが、ここにきて新たな都市問題、不動産市場の変化、市民活動の盛り上がり、そしてライフスタイルの変化などがまちづくりの視点を大きく変えるパラダイムシフトを起こしつつあります。

この分科会では、ハード優先の従来型の考え方から高度情報化社会･高齢社会、成熟型都市の進展の中で人を中心としたソフト優先のまちづくりについて議論を進めました。


◎主な論点

中心市街地の空洞化現象は何故起こってきたのか　         

何故、中心市街地を活性化させなければならないのか

中心市街地の活性化をどのように議論すべきか　　　         　　　　

中心市街地活性化法と商業集積法との違いは

中心市街地の空洞化は商業だけの問題か　　　　　　         　　　

活性化方策としてどのような取り組みが必要か

活性化に向けて、どのように市民参加が行われなければならないのか               

行政に期待されるものはなにか

行政と市民の連携はどのように行われるのか                             

ＴＭＯの立ち上げはどのように行うのか

■パネラー

· 伊藤光造／（株）地域まちづくり研究所代表取締役

●伊藤則男／西三河南部経済開発懇話会理事・事務局長。

· 中村伊英／まちづくりＮＰＯ「ウィリアム・テルズ・アップル」代表

■アドバイザー

· 水尾衣里／名古屋女子文化短期大学助教授

■コーディネーター

●飯田英明／（財）日本不動産研究所コンサルタント部上席主幹

■タイムテーブル

13：30　　開会と趣旨説明　　　　　　　　　　　　　　　

13：40　　事例報告と問題提起　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

15：05　　コーヒーブレイク

15：20　　質疑・討論

16：30　　閉会

はじめに

飯田英明

このまちづくりフォーラムは、様々な分野の方がそれぞれの立場で垣根を越えて交流し、ネットワークづくりを進め、２１世紀のまちづくりに貢献することを目的としている。初年度である今年は"出逢いの場"であり、出発点である。来年はさらに一歩進み"討論"を、３年目は何らかの"提言"をしていきたい。今日はパネラーの方々に代表として話していただくが、参加者全員が主役と捉えていただきたい。(パネラーの紹介)

　この「中心市街地活性化」というテーマは、他の分科会に比べると少し硬いテーマのため、法律的な話を盛り込むより、様々なまちづくりの現状を気軽にお話いただき、そこで出た問題点や課題に対する具体的な解決策について討論するという形にしたい。　今年７月に「中心市街地活性化法」ができ、全国約150都市が基本計画の策定とTMOの立ち上げに向けて手を挙げている。しかし、中心市街地活性化法について、内容を理解している方は少ないのではないだろうか。その説明も含めて、最初に伊藤光造さんからお話頂きます。

伊藤光造

　まず、中心市街地活性化に関する基本的な状況を整理しておきたい。中心市街地の活性化があまり進まないという状況と昨今の経済低迷から、国の方針として中心市街地にもっと力を入れようという動きが出て、今年７月に「中心市街地活性化法」ができた。静岡県でも、浜松市、島田市、掛川市で中心市街地活性化の基本計画を作成している。また商工会議所など、４、５団体が中心市街地活性化基本計画に該当するものを作ろうとしている。

　中心市街地活性化の問題は、３つにわけて考えると良い。一つ目は商業の活性化である。店舗対策として様々な提案がなされているが、商業の視点からもっと中心市街地を賑やかにして欲しい。二つ目は機能である。道路、公園、図書館、市役所などの公共施設を含んだ都市機能や市民活動、公共サービスなどの様々な活動をどうするか。中心市街地というスケールにおいて課題となる。三つ目は、都市構造である。例えば土地利用の問題がある。従来の大店法が廃止になり、商業活動調整ができなくなったかわりに大店立地法ができた。今後、商業施設立地は都市計画の課題になり、都市の中で大型店の立地をコントロールしていくことになる。これは中心市街地活性化とは大きく関係し、自治体の土地利用戦略の一端としてさらにクローズアップされていくであろう。また、都市全体の交通網と商業施設の立地には大きなつながりがある。このため道路交通網の問題は、都市全体の商業に関わる大きな課題となる。

　都市中心部を活性化していくためには、短期、中期、長期という時間的区分の中で、これら３つの問題をどうするかが重要となってくる。

飯田：中心市街地活性化法によると、基本計画は市町村が作り、国はそれに対して助言し、推進のために援助、協力を行うことになっている。また従来、商店街の活性化は点と線についてであったが、区画整理事業や市街地再開発事業などにより面的に整備しようという主旨になっている。そして、中心になって活動を行う組織として、TMO＝タウンマネージメントオーガニゼイションを位置づけている。

　次に、西尾市の伊藤氏から、まちづくりの内容と課題について述べて頂く。

伊藤則男

　西尾市の西三河南部経済開発懇話会は、西尾市、一色町、吉良町、幡豆町の１市３町をエリアとする経済団体で、現在１３０社ほどが加入している。行政もメンバーに入っており、年間会費と幹部を選出してもらっている。顧問は市長、町長である。問題別にいくつかの委員会を作り、将来の地域をどうすべきか勉強し提言していく活動を行っており、今年で８年目になる。

　西尾ニュータウン開発は、地元で作ったまちづくり会社である。私は現在非常勤取締役であり、以前事務局長をしていた。昭和５５年から活動しており、１０年前にショッピングセンター”シャオ”を作った。西尾市の人口は１０万強であるが、地元主導で作られたショッピングセンターが２つあり、それぞれ約１００億円の売上がある。全国でも、地元主導の大型商業施設２店舗が地域の核となっている場所は、それほど多くないと思う。懇話会の会長でもある優れたリーダーがおり、その人を中心にまちづくりが進められている。最近では長浜の｢黒壁｣の例もあるが、西尾市でも小さいながら指向を持ったグループが活動している。また、商工会議所の中に「駅前特別委員会」があるが、これも近代化計画作りをしていく中で生まれてきたものである。さらに、｢町街まち｣という女性サークルもある。歴史や地域の活動などを取り上げて、コミュニティー雑誌｢みどり｣が制作されている。また、３年前から愛知教育大学の寺本先生を中心に、子供とまちづくりに関する取組みを行っている。西尾市はいじめ問題で全国に名が通ってしまったが、今後学校は地域に開かれた形を取るべきだと考えている。西尾小学校は文部省の総合学習モデル校に指定され、子供たちが｢探検隊｣としてまちの様々な店や場所に行き、自分達の目でまちを見て考えるということを行っている。

飯田：　伊藤氏は西尾市のまちづくりに取り組んでおり、そのために名古屋市から西尾市に移り住んだというバイタリティーのある方だが、そういう人材がまちづくりに関わっていかなければ本当の意味でのまちづくりは進んでいかないのではないかと思う。その"人"がこの第５分科会でも大きなキーワードになると思う。

　次に、社会システムを生活者の手によって再構築するという市民活動を伊賀上野で展開している中村氏に発表していただきたい。

中村伊英

　私達のNPO活動について紹介したい。私達の活動は、ごく普通に地域で商売をしながらまちづくりに関わっていくことから始まった。活動内容は、様々な地域活動の事務局代行を無料で行うことと、地域の活性化につながるようなアイデアがあれば、それを実行できる人材を発掘し、事業を立ち上げることである。これは、事務局的機能に着目してＮＰＯや市民活動を支援する活動である。これまで行政主導ではあるが、都市圏には市民活動を支援するセンターが多くできている。しかし、上野市は隣の名張市と合わせても生活圏人口１８万人と少なく、このような状況で市民活動を支援することは地道な作業になる。事務所は城下町の古くぼろぼろの建物を格安で譲り受け、改装して使用している。会員はオペレーター会員、会費を出しながら運動や運営に関わる約１３０名のプレイヤー会員、それぞれ実際に活動している団体であり我々の機関に事務局を委託しているサポーター会員がある。他に、自分では何も活動をしてないが人の活動を手伝いたいという方が５０名ほどいる。予算は１５０万円ほどであり何とか活動している。

　地域では地縁血縁にのっとった組織が社会を支えており、個人の能力を生かすシステムがないため地域活性化の障害になっている。そこで、従来の組織とは全く違う機関を作ってみたらどうかと考えた。例えば電話１本で情報をやり取りするだけで個人の能力が生かせ、結果的に活性化につながるということもある。現在「街角ギャラリー」と称して事務所や空き家を開放し、町民に展示会をするよう呼びかける活動をしている。先日も一人のおばあさんが作品展示会を行ったが、近所から友達が集まり、それが次の展示会のきっかけになって次々と広がり、最後は７０代のおばあさんだけのパッチワーク作品展が一ヶ月間開催され、約３００人を集めた。このように輪が広がっていく中で、事務局で人材発掘を行い、社会・地域に関われるようにコーディネートしたいと考えている。地域づくりやまちの活性化は当然ハード中心になるが、どのようにソフト面と結びつけていくかが、今後の研究課題となっていくと思われる。

　我々が活動を進める中で非常に参考になったのが、アメリカのピークスヒルという人口２万人の小さな町の活動である。その町では、芸術家を呼び寄せ町に住みながら制作活動をしてもらう、アーティストスペースプロジェクトを行っている。行政主導型であるが、プランナーに全面的に任せたことにより非常に町が活性化している。当初は１０～２０人程であったが、現在は１００人を越える芸術家が制作活動をするようになった。芸術家が住むようになって、画材屋や観光客を目当てにしたレストランができ町が活性化したという話を聞き、我々も現地を見学した。特に印象的だったのは"どういう人材をどういうところに配置するか、すなわち人をどう結びつけるかということが都市計画の一部である"というプランナーの言葉である。

　従来の商工会議所主導型ではかえって商店街が沈滞してしまう傾向にあり、活性化に関する議論は、何十年も前の景気の良さに戻したいという議論になりがちである。商店街では、絶えず経営者が変わり新陳代謝が良い方が健全な街であると言われていたが、今はそうとも言えない。これからの中心市街地活性化は、郊外が空洞化する時期に中心市街地がどのように構造変換できるか、生活圏における役割を位置づけていけるか、人材をストックできるかという点が重要になると思う。

飯田：　次に、それぞれの活動拠点における具体的な事例を述べて頂く。

伊藤光造

　静岡市の中心商店街の状況を紹介する。静岡市は静岡県の中部に位置し、人口47万人、静岡県の約３分の１である５市１３町の商圏を持っている。商圏、人口ともにほとんど増加していない。静岡市には５０強の商店街が存在し、そのうち７つが静岡駅の北に集積しているが、商店街の賑わいは衰えていない。商店街の道路は幅員１４ｍで両側に歩道がついている。戦後復興計画により区画整理が行われたが、もとは徳川家康の命により造られた城下町の中心商店街であり、約４００年間も商店街として使われ続けている、誇るべき商店街である。

　以前、静岡市は非常に厳しい商業調整を行っており、大型店は厳しく規制されていた。例えば、イトーヨーカ堂は、３万㎡の申請をしても完成時には７千㎡になっていた。また、市の条例でコンビニエンスストアも調整対象となっており、平成２、３年まで静岡市にコンビニエンスストアはほとんどなかった。こういった状況下であるために、商店街が賑わってきたとも言える。しかし、商業調整がいつまで続けられるか分からなく競争がない状態は不安である事から、平成元年ごろコミッティーマート構想が持ち上がり、平成２年に制定された。それには、アーケードの設置、周辺の再開発、街路整備などを進める際にまちづくりの協定を制定することなどが盛り込まれている。また、ソフト事業として、アイデンティティーの確認事業である"商人塾"を考えた。これは、商店街には郊外や市外に本店を持つ店が多く、店の経営に必然的に甘さが出てくるため、それを解消することを目的にした事業である。大分県の例を参考に、各店に一つずつオリジナル商品を置く、一店

一品サービス運動をはじめ、現在静岡市全体でやろうと広がってきており、なお拡大傾向にある。商店街には老舗の店が多いため、今までの経験を生かしてオリジナル商品を手がけており、現在４０強の品目がある。ハード分野としてはモール事業が、歩道とアーケードの改修を軸に平成６年に決定された。ソフト事業は、商店街の仲間内で情報を共有する必要があると考え、商店街内の新聞作りを行った。一店一品サービス運動についても、この新聞で呼びかけている。

　呉服町では、郊外に大きなショッピングセンターができる前に再開発を行い、商業集積を図り力をつけたいという要望がきっかけとなり、まちづくり協定ができた。壁面の高さを段階的に設定することにより商店街の雰囲気をよくするなど、意欲的な内容になっている。また、その隣ではイベント広場の整備が市の公共事業として行われている。これは、商店街と市役所の間の空間を利用して商店街の活性化を促進することを目的としており、イメージアップにもつながっている。また、大道芸ワールドカップというイベントも開催しているが、複数の場所で披露されるため観客が街中を移動しており効果が大きい。この活動は市民参加による実行委員会が設置され期待されている。これらの活動も、最終的にはコミッティーマートにつなげていこうとしており、ソフト、ハードと順を追って計画・実行されている。目に見える売上げ増や賑やかになったという効果はないが、これらのイベントなどが今の厳しい状況を少しでも緩和していると考えてよい。郊外の大型店より商店街を先に整備したいという希望はあるが、景気の問題などにより現在は足踏み状態である。

　次に、掛川市の事例を紹介したい。掛川市は典型的な地方都市であり、中心市街地の景気が落ち込んでいく様子が伺える。掛川市は人口７万人程度で、商店街は旧東海道の周りに存在している。駅の周辺には商店街と二つの大型店があり、25年ほど前は全市売上高の70%を大型店が占め、周辺小売店が24%を占めていた。平成3年には大型店のシェアは変わらなかったが、周辺小売店の売上が６％まで落ちていた。現在は大型店の売上も落ち、店を閉めている。掛川市の中心市街地活性化は最も厳しい状況であるといえる。区画整理、城の整備、再開発整備も完成しているが、商店街の空き家は増加傾向にある。掛川城への観光客は年間で20万人であり、観光商業への転換も効果があるのではないかといわれている。

飯田：　掛川市は掛川城の整備などに意欲的に取り組んでいるが、現在は大型店の撤退など、空洞化が起こっている。

　次に、特に"人"の問題を中心に議論したい。

伊藤則男

　掛川市と西尾市には共通点が多いが、城下町という点が特に重要である。城下町は全国的にも共通問題を抱えている場合が多い。日本全国総合計画の下河辺氏の著書に、「城下町は15、16世紀に城を中心にして骨格が作られた。従って、防衛上の問題として道が必ず突き当たっている。そうすると、自動車を走らすこと自体が無理なのではないか。街を迂回するような道路整備をすることが必要である」と述べられている。名古屋市立大学の瀬口氏は「ある程度の歴史的資産を残すために、環状道路を作るべきである。」と述べている。資料の歴史小道散策マップをみてもわかるように、道は入り組んでおり、環状道路を整備し街中を通らなくてもいいような環境を整えるべきである。このように、城下町が抱える構造的な宿命は全国で共通している。

　西尾市は矢作川で分断されており、橋が落ちるなどの災害時には陸の孤島となる可能性があるため、確実に落ちない橋の整備と三河湾からのアプローチを考えなければならない。西尾駅周辺では、駅の西側に市街地の80％が集積していたが、その後、多くの行政管理機能や金融機能が区画整理の行われていない駅の東側に移転した。後に残された商業地は"旧中心地"といわれるほどの状況で、商店街としての機能は以前に比べて半分以下となった。昭和60年には中小企業庁の補助を受け、近代化計画作りを行い、二つの商業核による商業軸、岩瀬文庫と西尾城をつないだ南北の文化軸を設け、市街地に様々な施設を集積させようとした。しかし、駅西が小さくなり、期待に反した結果が出そうである。

　次の資料は、行政が出した都市計画マスタープランである。このマスタープランは民間の意見も多く組み込まれている。我々も検討委員会で話し合いを進めており、緑と文化の回廊作りを行い、バランスよく都市計画を進めるべきであると考えている。また、市民と行政のパートナーシップにより委員会を進めていくことにした。市の企画課では当初どう進めたら良いかわからず戸惑っていたが、２年間で勉強できたと言っている。行政と市民のパートナーシップが機能し、総合計画に反映させることが条件となっている。

　昭和47年、西尾市では愛知県で初めてのモデルであるユニット交通規制がひかれた。当時、車の交通事故が非常に多かったこともあり、愛知県警からモデルとしての要請があった。非常に入り組んだ道を説明しづらいとの声が多かったが、実施された。その後、地元が中心となり様々なまちづくりを行っている。行政は可能な範囲での支援を行い、平成元年にようやく名鉄が高架となった。実は昭和49年に西尾市の都市計画として愛知県初の高架が決定されていたが、政治的要因が大きく関係し完成が遅れた。しかしその分地元民の活動が活発になった。西尾市は城郭があったため昔から町民で街を作ってきたと言え、その心意気が今でも残っている。それをもっとうまく調整していくことが必要だろうが、従来の商店街の方達だけでは限界がある。新しい考え方と新しい担い手が必要であろう。

飯田：　次に、伊賀上野での市民活動と、まちづくりセンターをどのようにに活用していくか、今後の課題も含めて事例紹介していただく。

中村伊英

　上野市には城と城公園がある。大きな観光地のすぐ手前にあり、観光バスが1時間だけ休憩のために寄っていく位置にある。観光業は充実しておらず、中心市街地も空洞化が進んでいる。そこで、従来の商店街の道を広げ、店舗の建て替えを行っており500mほど完成している。また駅前で再開発事業も行っている。行政はTMO活動を駅前再開発につなげたいと考えているようで、現在たたき台を作っているところである。

　我々は商店街の空き家を活用することを考え、活動している。現在、我々の活動拠点として空き家を一つ使っているが、その他二つの空き店舗があり、借り手を探している状況である。京都西陣の"西陣活性化実顕地をつくる会"では、芸術家などに空き店舗に入ってもらうなど、現在20件くらいの空き家を活用していると聞いた。しかし、一般的に日本の建築物は重厚に作られており改築にコストがかかる。また、日本人は土地と建物に執着を持っており、借りづらいという問題もあり、検討しなければならない。しかし、ここで最も大切なことは継続的なまちづくりを計画していくことである。今回のような中心商店街やまちづくり、補助金取得後の問題などについての議論は継続性がない事が多い。縦割りの情報であり、全ての情報を総合して議論できる受け皿を民間の中で作っていかなければならない。これからは、住民が責任を持ってまちづくりに係っていくための受け皿、特に資金運営面の機能が必要となる。ウィリアム・テルズ・アップルはそのような機能を果たすように考えている。市民からアイデアが出た場合などに、行政で対応していくには限界があるが、民間ならば事務局さえあれば可能である場合が多い。青年会議所をもっと開放すれば一番良いと思うが、今後そのような事務局機能の整備を考えていく必要がある。

飯田：　水尾氏にコメントをいただきたい。

水尾衣里

　３つの事例紹介を聴き、地元に密着した活動に頭が下がる思いである。今まで県の地方計画や高速道路の計画などに携わっており、現在は新空港に携わっている。以前、新城市の市民参加のまちづくりにおいて、行政と市民の新しいパートナーシップのプログラム作りに参加した。この時、県や国の仕事とは違い市町村の規模が小さくなるほど結論が早く出るという印象を持った。その経験と今日の紹介を聴いて感じたのは、日本の背景が従来とは全く違うということを認識しないと前に進まないということである。それは少子高齢化であり、それにどう対応していくかである。どの市町村の都市計画をみても、人口の増加や税収の増加を前提とした計画はなくなっている。従来の延長線上のまちづくりや商店街の活性化を進めていってはどうしようもない。そして、交流人口を増やしていかなければならない。定住人口が増えないため、他の街から来てもらい活性化していくしかない。日本中に"銀座"という町が存在しており、東京の銀座のような街になるよう期待し命名されているが、現在はどの銀座通りも寂れてしまっている。本当の銀座に行きやすくなったことが寂れの原因の一つであると思われるが、交流人口を増やさなければならない今の時代において、模倣のまちづくりをしても必ず失敗するといえる。実際にどの街に行っても再開発された商店街は一様に見える。その土地でのアイデンティティーや個性をいかに打ち出すかが、「中心市街地活性化法」でもメインに考えられなければならない。そのためには様々な情報を集める、多くの人の意見を聞く、情報を発信する等の努力が必要となる。また、自分達の街だけのために活性化するのではなく、他の街との連携をプログラムに組み込んでいく必要がある。地方公共団体同士で足りない場所を補い、大きな公益の連携が組めるような外に向けてのパートナーシップというのが必要と思う。

飯田：　確かに、各市町村はそれぞれ自分の地域で模索をしているが、水尾先生の話ではもう少し情報化社会を見据えた上での都市計画を考えていかなければならないということである。全国どこにおいても、住み方や生活の仕方など日々変化している。そこに高齢化、少子化が重なってきている。そのような状況下での商店街の活性化なので、非常に厳しい状態である。

＜休　憩＞

質疑応答など

Ｑ　会場：中心市街地の活性化において、行政的な支援がどれほど期待できるのか

中村：本質(目的)は何か。歩いて移動できる範囲が人間の生活圏と考えられるが、人の生活圏に生活要素全てが揃っていないと強いまちづくりはできない。それでは民間にどのようなニーズがあるのか。しかし、ニーズがあっても行政がすべてサポートできるわけではないため、同じニーズを持つ人達をネットワークでつなげば、相互関係の中で何かサービスができるのではないか。そのようなサポート空間を中心市街地の空店舗に貯めていけば、そこは地域で必要な空間となるだろう。結果的に国の政策と結びつかなくても、地域生活者としてやっていかなければならない。TMOはハードの色に染まりやすく、省庁が横につながっても、地域が縦割りで受け皿がない方が多い。例えば福祉関係者は福祉のことしか考えていない。これでは、TMOのように幅広く活動することは無理である。

　行政の支援においては、行政ではなく組織としての問題が大きい。日本型組織の性格上、担当者が変われば方法も変わる事は起こり得る。個人が動いてネットワークを組織することが重要となる。また、民間側で行政のどの部分をどう使うのかという作戦を練り、実行するのはどうかと思う。民間が自立して社会に関わっていくことが必要なのではないか。

伊藤（則）：行政は支援すべきであると考えている。市民活動が発展してTMOになっていけば素晴らしい。また、商工会議所などの商業振興団体が空き家対策をうまくできるかという問題が存在する。例えば中村氏のウイリアム・テルズ・アップルではそのような活動をしているが、行政はそれを支援していく必要がある。仙台にあり、商店街のビルを借りている国内ＮＰＯの支援組織に対して、仙台市は運営費用を出している。その程度の行政側支援は必要である。民間企業でできない部分を行政が支援していくことが、２１世紀の地域活性化において重要である。今までの方法を変えることがポイントになり、行政が関与していく意義も大きい。行政側もそれを認識をする必要がある。

中村：県の行政は熱心で各種委員会や審議会を設けているところが多く、大きな進歩が見られる。以前ならば各種団体の長などが集まる場合が多く、市民の意見が反映されていなかったが、現在はその分野の委員にふさわしい人を紹介したりしている。遠慮なく意見が言えるような状況ができてきた。

Ｑ　会場：考え方としては非常に良く分かるが、自分の経験からすると、事業主体が行政の都市計画の専門家で構成されているため、市民レベルの認識がない。どのレベルで構成すべきなのか。

伊藤（光）：まず、TMOありきと考えるのではなく、商店街のために何ができるかはっきりさせるべきである。そして、達成するための人材を見つけ、組織を作っていく。その組織がいきなりTMOとして稼動することは不可能であり、徐々に機能するように仕立てていくことが必要である。最初は、イベントや市民活動の集まりで良いが、それに合わせハード事業が必要となってくる。そして、それに合った人、組織が必要となってくるのではないか。

Ｑ　会場：まちづくりをどのエリアで設定していくのか、また都市計画段階で新しい法律をいかに利用していくのか。現場では、そのような使い分けは機能しているのか。また、新しい計画を作る必要性があるのか。

伊藤：　商店街は日本の伝統的な文化である。商店街がなくなると、最もお年寄りが生活に困ることになるであろう。また、行き来する人がいなくなれば、その周辺がスラム化してしまう。結局、商業だけの問題ではなくなるのである。

水尾：　「中心市街地活性化法」は、街の賑わいを再度取り戻すためのものではない。今までは工業化社会のための都市計画が中心であったが、これからは情報化社会を中心とした都市計画が必要となる。そして、情報拠点としての商店街を目指し、強いコミュニティーをつくらなければならない。商店街は地域の伝統･歴史を残し、伝える役目を担っていくべきであり、それが個性にもなると思う。情報の共有は絶対的に必要であり、その上でのまちづくりが今後必要となるであろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第５分科会　


「中心市街地の活性化を考える」











1
2

